
扶 養 家 族 の 構 成 支　　給　　月　　額

配 偶 者 11,823
 円

配 偶 者 と 子 １ 人 19,397

配 偶 者 と 子 ２ 人 25,769

（注）１　家族手当の支給について配偶者の収入に対する制限がある事業所を対象とした。

　　　２　支給月額は、家族手当が平成17年以降改定された事業所について算出した。

　備　考　職員の場合、扶養手当の現行支給月額は、配偶者については13,000円、配偶者以

　　　　外については、１人につき6,000円である。なお、満16歳の年度初めから満22歳の

　　　　年度末までの子がいる場合は、当該子１人につき5,000円が加算される。

40.84
％

59.16

備　考　職員の場合、住居手当の最高支給限度額は、27,000円である。

第22表　民間における家族手当の支給状況

第23表　民間における住宅手当の支給状況

支　　　給　　　の　　　有　　　無 事　業　所　割　合

支　　　　　　　　　　　　　　給

非 　　　　　　支 　　　　　　給

　借家・借間居住者に対する住宅手当月額の
　最高支給額の中位階層

　　27,000円以上28,000円未満

事務・技術等従業員 技能・労務等従業員

　下半期 (a) 319,711 円 218,769 円

平均所定内給与月額
　上半期 (b) 324,714 円 226,983 円

　下半期 (A) 645,613 円 421,395 円

特 別 給 の 支 給 額
　上半期 (B) 649,827 円 427,731 円

　下半期 (A/a) 2.02 月分 1.93 月分

特別給の支給割合
　上半期 (B/b) 2.00 月分 1.88 月分

年　　　間　　　計 4.02 月分 3.81 月分

（注）１　下半期とは平成18年８月から平成19年１月まで、上半期とは同年２月から７月

　　　　までの期間をいう。

　　　２　支給割合については、小数点以下２位未満の端数は四捨五入したため、年間計

　　　　と一致しない場合がある。

　　　　　　　　　　　　　区　　分
　項　　目

第24表　民間における特別給の支給状況　
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